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「創造 Create」「革新 Innovate」「挑戦 Challenge」を基本とし
Ⅰ 新たな価値を創造し、顧客満足度を高める。
Ⅱ 顧客要求を発掘し、独創的な技術で新事業を創出する。
Ⅲ 品質と生産性を向上させ、企業体質を強化する。
Ⅳ 社会・環境課題の解決に貢献し、持続的な成長を実現する。

経営方針

経営方針
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事業戦略 財務戦略

■ ROIC を用いて収益管理を強化

■既存事業の深掘り

■新規事業の創出

収益力の強化 資本効率の向上

■非事業資産の事業資産化

■株主還元の強化

企業価値
の最大化

Ⅰ中期経営計画の方針

経営管理指標として ROICを活用し、
事業戦略と財務戦略の両輪で企業価値の最大化を目指す。

経営計画

持続可能な社会形成への貢献
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’23.3以降変更要

（百万円）

’22/3期
(実績)

’23/3期
(実績)

’24/3期
(実績)

’25/3期
(予想)

’27/3期
(参考)

売 上 高（百万円） 43,089 42,722 42,114 48,900
営業利益（百万円） 3,320 2,228 1,483 3,200

営業利益率（%） 7.7 5.2 3.5 6.5
NOPLAT（百万円） 2,424 1,627 1,083 2,300
自己資本＋有利子負債（百万円） 56,859 57,297 57,201 58,500
ROIC（%）＊2 4.4 2.8 1.9 3.9 6.0以上

Ⅰ-2 本中期経営計画の振り返り

数値目標：ROIC 6.0% 以上 （2025年3月期）

＊1 第三者機関算定値を参考に当社にて計算 ＊2 NOPLAT（みなし税引後営業利益）／（自己資本＋ 有利子負債）

2024年3月期 WACC 4.76% ＊1

事業戦略

年平均成長率 4.3% （’22/3期～’25/3期） 8～11% （’25/3期～’27/3期）

主力事業の電子材料において中国市場での需要減少が影響し業績が停滞。2025年３月期より回復に向かうも、
本中期経営計画に掲げた目標 ROIC 6％の達成は、2027年3月期となる見込。
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Ⅱ事業戦略

既存事業の深掘り 新規事業の創出

■独自技術による差異化製品の開発

■徹底したコストダウン

■生産能力および効率の向上

■機動的なM & Aによる外部成長

■既存技術を応用した新製品開発による
内部成長

『既存事業の深掘り』と『新規事業の創出』により収益力を強化する。

●グループ会社との協働を強化し、新用途・分野を開拓

収益力の強化

事業戦略
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Ⅱ-1-1 電子材料セグメント

売上高の計画と実績(予想)

29,768 33,900 38,200 42,600 

29,768 26,544 25,105 30,000 
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（百万円）
中期経営計画（’22.5.12） 実績または予想（’24.5.9）

（実績） （実績） （予想）（実績）

事業戦略

’23年3月期下期より中国市場が減速し、半導体の在庫調整が継続し計画には未達。
足元はようやく底打ちし、’25年3月期以降徐々に回復に向かう。
半導体および車載分野の事業拡大に注力する。

年平均成長率 0.3% （’22/3期～’25/3期）

（参考）

8～12% （’25/3期～’27/3期）
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Ⅱ-1-1 電子材料セグメント

既
存
事
業
の
深
掘
り

新
規
事
業
の
創
出

モバイル分野での事業強化

半導体･車載分野での事業化

■独自性のある製品で顧客の価値創造と
継続した成長

■グループ会社との連携による新製品開発と
アジア市場での事業基盤強化

■新製品開発と新たな分野への参入
■生産面・技術面での競争力強化による
成長分野での事業拡大

主力事業分野として、2つの戦略で成長を目指す

事業戦略

既存事業
・新製品(生成AI普及/高速通信対応･フォルダブル
対応など)を早期に市場投入

・中国、アジア市場の成長の取込み
・アライアンスを通じた事業基盤強化

新規事業
・半導体分野：生産能力増強とアライアンス強化
・車載関連：新製品開発(高放熱・大電流など)と

新規市場の獲得

’25年3月期重点項目
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Ⅱ-1-2 産業用構造材料・電気絶縁材料セグメント
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事業戦略

年平均成長率 15.0%（’22/3期～’25/3期）

（実績） （実績） （予想）（実績） （参考）

7～10%（’25/3期～’27/3期）

売上高の計画と実績(予想)

（百万円） 中期経営計画（’22.5.12） 実績または予想（’24.5.9）

水需要の増加により飲料水・工場用水などの水処理用材料が好調なほか、コロナ後の
経済正常化に伴い航空機用材料の生産も増加基調にある。
また、環境負荷低減に向けた燃料電池や水電解などの開発が活発化している。
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Ⅱ-1-2 産業用構造材料・電気絶縁材料セグメント

既
存
事
業
の
深
掘
り

新
規
事
業
の
創
出

交通インフラ分野の事業強化
■車 載：独自技術による差異化､市場への
新規参入

■航空機：ニーズの先取りによる付加価値向上

■高性能製品開発による新たな需要創出
水処理分野の収益拡大

■水素エネルギー分野・超電導分野への新規
参入・事業化に向けた開発促進

新エネルギー分野の事業化

個性あふれる製品を開発し更なる成長を目指す

事業戦略

’25年3月期重点項目
既存事業
・交通インフラ分野：軽量化および環境対応材料の

新製品開発とユーザー認定取得
・水処理分野：グループ会社のネットワークを活用

した事業展開(地域および用途の拡大)
新規事業
・新エネルギー分野：生産能力増強･アライアンス

強化および新規市場への参入
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Ⅱ-1-3 ディスプレイ材料セグメント

3,253 3,500 4,000 4,800 

3,253 
4,163 

3,535 3,800 
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3D関連材料の中国アジア地域における医療分野への適用が拡大しつつある。

年平均成長率 5.3% （’22/3期～’25/3期）

（実績） （実績） （予想）（実績） （参考）

10～13% （’25/3期～’27/3期）

売上高の計画と実績(予想)

中期経営計画（’22.5.12） 実績または予想（’24.5.9）
（百万円）
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Ⅱ-1-3 ディスプレイ材料セグメント

既
存
事
業
の
深
掘
り

新
規
事
業
の
創
出

独自技術を極め、成長を目指す

医療用高画質ディスプレイの事業強化
■内視鏡・顕微鏡でのシェア拡大と
海外ユーザーの開拓

■遠隔治療・ロボティック用途への販路拡大
■更なる高画質化へのニーズ対応

新規分野の事業化
■ 3Dフィルターの非医療分野での用途開拓

’25年3月期重点項目
事案既存事業
・中国市場への展開
・ロボティック用途への販路拡大

新規事業
・産業分野への展開
・AR､VR市場への本格参入
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Ⅱ-2 研究開発投資

研究開発費 研究開発費を増やし、差異化製品の開発を推進する。

1,186 1,266 1,243 1,300 
477 453 556 600 263 273 234 250 

1,926 1,992 2,033 2,150 
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電子 産業用構造・電絶 ディスプレイ 売上高開発費率
（%）

（実績） （予想）（実績）

（右軸）（百万円）

重点開発製品

電子材料 産業用構造材料
電気絶縁材料 ディスプレイ材料

■高速通信用FPC材料
■高放熱･大電流用FPC材料
■微細配線用FPC材料
■半導体基板用絶縁フィルム

■ 水素エネルギー関連材料
■燃料電池・2次電池関連材料
■飲料水･工場用水処理用材料
■高出力モーター関連材料

■医療機器用材料
■機能性フィルム材料

（実績）

事業戦略

（参考）



ライフ
サイエンス

次世代
モビリティ
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情報
デバイス

Ⅱ-3 差異化製品の重点分野

重点分野 成長が見込める分野にフォーカスし、差異化製品を開発する。

事業戦略

スマートフォン・タブレット、
サーバー、パソコン
（高速大容量通信、高性能化）

モビリティ（EV・FCV、ドローン）
航空機（軽量化）

医療分野ディスプレイ
水処理（飲料水、工場用水）
インフラ設備（電力、災害対策）
脱炭素（水素エネルギー、核融合発電）

関連する
SDGs

IoT社会
への貢献

次世代輸送機器
への貢献

新たな環境変化
への挑戦
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（百万台） （十億円）スマートフォンの需要予測 半導体デバイスの需要予測

高速･大容量通信 半導体の性能向上フォルダブルタイプの増加 生成AIの普及

高速通信用FPC材料

微細配線用FPC材料

半導体基板用絶縁フィルム

フォルダブル対応FPC材料

Ⅱ-3-1 情報デバイス分野（1）

事業環境の変化

差異化製品開発の推進
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事業戦略

‥生成AIの普及に伴い高速通信用材料の需要が拡大する

当社推計値 当社推計値

5G 年平均成長率 13%（’23～’26） 年平均成長率 9%（’23～’26）
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（万台）（指数） 出所：日経XTECH当社推計値 ニアラインHDDの需要予測*HPCの需要予測

生成AIの普及 ストレージ需要の伸長 HDDの高容量化

回路基板用薄膜材料

高放熱絶縁材料

半導体基板用絶縁フィルム

感光性絶縁フィルム

Ⅱ-3-1 情報デバイス分野（2）

事業環境の変化

当社関連事業の拡大
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事業戦略

～～～～

サーバー需要の伸長

ネットワークインフラの進化・データセンターの拡張

半導体パッケージ基板材料・HDD用回路基板材料

＊High Performance Computing

年平均成長率 18%（’23～’28） 年平均成長率 23%（’23～’28）
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ICE HEV PHV EV FCV

（億台）

電動化 高出力化 軽量化

炭素繊維構造材料

燃料電池・2次電池関連材料 高放熱・大電流用FPC材料

高出力モーター関連材料

（億円）

Ⅱ-3-2 次世代モビリティ分野

事業環境の変化

差異化製品開発の推進

～～ ～～ ～～ ～～

事業戦略

国内ドローンビジネスの市場規模自動車パワートレイン予測

注）
機体周辺サービス：交換バッテ

リー、メンテナンス、保険
サービス：物流、点検・調査

‥ 電動化の進展に伴い高出力化が求められ、高放熱・大電流への対応が必要となる

当社推計値
出所：
インプレス総合研究所

EV･FCV 年平均成長率 18%（’23～’30） 年平均成長率 20%（’22～’28）

注：赤線で囲んだ部分は、当社技術が活きる分野
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水処理

飲料水・工場用水処理用材料 医療機器関連材料

インフラ設備補強材料 水素エネルギー関連材料

Ⅱ-3-3 ライフサイエンス分野

注目される環境変化

差異化製品開発の推進

当社技術を活かせる分野

グリーン水素メディカル

事業戦略

‥水処理は用途拡大、水素エネルギーもモビリティ向けから使用領域拡大が見込まれる
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Ⅲ 財務戦略

キャッシュフローの有効活用と非事業資産の事業資産化を推進するとともに、
積極的かつ継続的な株主還元を行い、資本効率の向上を図る。

①設備投資

■外部成長による新規
市場の開拓

■既存技術を応用した
新規事業の創出

②株主還元

積極的かつ継続的な還元

■ DOE：6％または
総還元性向：80％以上
のいずれか大きい金額

■自社株買いも柔軟に対応

③戦略的投資

■収益基盤の維持･拡大

■新規用途の開発

資本効率の向上

既存事業の深掘り M&A・新規事業

財務戦略
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Ⅲ-1-1 設備投資（セグメント別推移）
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電子 産業用構造・電絶 ディスプレイ 基礎研究・共通（百万円）

既存事業の拡大と開発促進に向けた設備投資

（実績） （実績）（実績） （計画） （参考）

‘23/3期～’25/3期は中長期的視点に立った研究開発投資を実施 ’26/3期以降、能力増強ならびに新規事業投資を計画

（参考） （参考）

’26/3期以降
・電子材料は能力増強
投資を計画。

・産業用構造材料・電
気絶縁材料では新規
事業量産用設備の導
入を計画。

推移イメージ
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Ⅲ-1-2 設備投資（目的別）

進捗状況（‘23/3期～’25/3期）

計画（’23.5.12） 実績見込（’24.5.9時点）

新製品開発 5,900百万円
・イノベーションセンター
（オープンイノベーションの拠点創設）
・小型塗工機、試験設備
（既存事業の拡大、新規事業の創出）

6,900百万円
⇒建設中（’25年竣工予定）

⇒稼働中

生産能力増強 5,600百万円
･ThinFlex生産設備（中国市場での販売拡大）
･半導体基板用絶縁フィルム生産設備
（既存事業の拡大）

4,250百万円
⇒設置完了
⇒順延、着工時期精査中

建物・設備の維持 2,700百万円 2,850百万円
生産プロセス改善 900百万円

・廃熱回収装置・オンサイト太陽光発電
（カーボンニュートラルの推進）
・生産管理システム、セキュルティ対策
（DXの推進）

800百万円
⇒順次設置中

⇒生産管理システム試験稼働中

財務戦略
注：’23,.5.12計画の生産能力増強8,100百万円・生産プロセス改善1,100百万円には、建物・設備の維持が含まれていたため今回より分離して記載
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Ⅲ-2 株主還元

’25/3期より株主還元方針を変更‥DOE6％または総還元性向80％以上のいずれか大きい金額

3,173 2,985 
1,993 2,790 

750 

100.3 104.1 121.6 116.2 

(200)
(150)
(100)
(50)
0
50
100
150
200

0

2,000

4,000

6,000

8,000

'22/3 '23/3 '24/3 '25/3 '26/3 '27/3

配当金 自社株買い 総還元性向実績 総還元性向目標ライン
（百万円）

総還元性向
（左軸） （左軸） （右軸） （右軸）

’22/3期(実績) ’23/3期(実績) ’24/3期(実績) ’25/3期(予想) ’26/3期(参考) ’27/3期(参考)

株価 (円/株)* 957 1,254 1,137 ー ー ー
配当金 (円/株) 95 90 60 84(予想) ー ー
＊各年度末の終値

（%）

財務戦略

80 %

‘24/3期までは「総還元性向 80％以上」と掲げ、積極的な株主還元を実施してきた。
しかし、これでは景況変化の影響を敏感に受け、株主還元としては不安定であることから、
‘25/3月期より安定性を志向した指標である「株主資本配当率（DOE）6％」と「総還元性向
80％以上」のいずれか高い方を株主還元とする。
（適用期間：自己資本比率 50％程度を達成できた時期までとする。）
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Ⅲ-3 戦略投資

M＆A

Arisawa Innovation Center

手元の現金を有効に使いながら、ターゲットを絞り込み機動的に資本投下する。

次の100年を見据え、社内全体のコミュニケーションを活発にする仕組みを設計に取り入れ、当社技術と
他企業や研究機関との技術を融合・共創することで、これまでにない新たな価値を生み出す「オープン
イノベーションの拠点」となることを目指す。人と人、アイディアとアイディアが行き交う場として開設
する。

2025年 竣工予定

地上3階建て
地中熱利用・現代版雪室・工場排熱空調など
により 省エネルギー化に配慮 した設計

外観イメージパース

財務戦略
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Ⅳ-1 当社が取り組むべき課題

ESG戦略

下記重要課題（マテリアリティ）の解決に取り組み、持続可能な成長を目指す。

マテリアリティ 前進が期待される
グローバル目標KGI（目指す姿）

・2030年までにカーボンニュートラルを達成
・省エネルギー、省資源の推進
・再生可能エネルギーへの代替
・環境負荷低減材料の提供

・排出物の削減
・持続可能なサプライチェーンの構築

脱炭素社会への貢献

循環型経済の推進

多様な人材の育成
働きがいの向上

ガバナンスの充実 ・高い倫理観のある組織
・風通しの良い組織体制

・次世代人材の育成
・全ての社員が活き活きと働ける会社
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Ⅳ-2 カーボンニュートラルへの取組み

＊対象：二酸化炭素の直接排出（Scope1）＋間接排出（Scope2） （2021.6.16公表）

取組み内容：再生可能エネルギーの利用、エネルギー使用効率の改善、創エネルギー（畜エネルギー）、
低炭素製品の開発（’24/3期に市場投入開始‥4t-CO2削減）

38,541 
31,705 

25,404 
21,492 

2,609 

5,278 
8,129 

4

1,800 
2,541 4,943 

0.0%

11.4%
20.3%

33.9%

54%
60%

69%
77%

84%
92% 100%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

'21/3期 '22/3期 '23/3期 '24/3期 '25/3期 '26/3期 '27/3期 '28/3期 '29/3期 '30/3期 '31/3期
CO2排出量 再生可能エネルギーの利用 創エネ（太陽光PPA）
低炭素製品の開発 エネルギー使用効率の改善 CN達成率

CN(カーボンニュートラル)達成率＝（再エネ・創エネ・低炭素製品・エネ利用効率の合計）／21/3期CO2排出量

実績 計画

目標： 2031年3月期カーボンニュートラルの達成 * 計画通り進行中（’24/3期は計画32%⇒実績33.9%）

(t-CO2)
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Ⅳ-3 開発を通じた社会貢献

お客様・社会・環境に影響を与えるテーマを選定し、事業を通じて社会貢献を目指す。

社会貢献目標

重要テーマと
当社の貢献ストーリー

関連する
グローバル目標

資源循環と効率化全ての人々の豊かな生活気候変動への対応

再生可能・脱炭素エネルギー 省エネ・省資源安全・ライフサイエンス

FCV・EV、太陽光・風力発電、
水素エネルギー関連への材料
供給により、脱炭素社会に貢
献｡

自動運転支援、水処理、医療分
野への材料供給により、人々の
健康と豊かな暮らしの実現に貢
献｡

バイオマス、リサイクル原料の
採用および生産エネルギー削減
とモビリティ用軽量化材料供給
により、省エネ･省資源に貢献。
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Ⅳ-4 人的資本経営の推進

多様な人材の育成

■多様性の確保（女性・障がい者・外国人の活躍）…外部講師及び社外取締役による女性従業員研修、男性管理職研修
■ 公正な評価・処遇（機会均等、実力主義の徹底）…定期異動希望者の対象拡大
■ 研修プログラムによる人材活性化の推進…研修メニューの拡充、社内インターンシップの導入
■ 15%カルチャー制度の促進…イノベーション意識向上のためのワークショップ開催、各種教育・講習会
■ 株主目線の醸成…従業員へ株式報酬付与

■ 育児休暇・介護休暇の取得推進…対象者・上司への意思確認・説明会
■ 有給休暇の取得推進…有給休暇の推奨日設定（大型連休の前後など）、リフレッシュ休暇対象者への個別案内
■ 良好な職場環境の維持と健康維持増進の支援…特定検診・特定保険指導の受診率向上、社員食堂のメニュー改善

働きやすい職場づくり

参考資料

’22/3期
(実績)

’23/3期
(実績)

’24/3期
(実績)

’25/3期
(目標)

女性管理職の比率 12.5% 10.6% 14.4% 20.0%
中途採用者管理職の比率 68.8% 70.5% 69.4% 70.0%
女性／男性の賃金格差率 77.6% 80.5% 85.9% 85.0%
男性の育児休暇取得率 29.4% 42.1% 38.1% 60.0%
有給休暇取得率 57.2% 65.6% 67.0% 75.0%

2024年3月期人的資本分科会を設置 人的資本経営のさらなる推進



26／28ESG戦略

Ⅳ-5 循環型経済の推進、社会との共生

社会との共生

■単体純利益の0.5%を社会に還元
学術団体や学校への寄付
健康促進事業への寄付

■ 社会貢献活動
イノベーションセンターの活用
近隣河川のごみ拾い

持続可能なサプライチェーンの構築と排出物削減

■仕入先へのCSR調達方針の周知とアンケートに基づくフォローアップ
単体の原材料取引先の半数にアンケートを実施
取引先からの回答を評価(リスクを抽出)し、評価点の低い仕入先への改善依頼

■ 有害化学物質の不使用
■ 2050年ゼロエミッションの達成

サプライヤーと共にCSR活動に取り組む。

地域に根差した社会活動を展開し、ブランド力を高める。

石川県・上越市へ能登半島地震の義援金

福祉施設ボランティアへ小型電子機器の提供
廃棄物を利用した地元小学校の図工授業
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Ⅳ-6-1 コーポレートガバナンス

ガバナンスのさらなる強化・取締役会の活性化に向けた施策を実行する。

各種施策を実施し、ガバナンス改革に向けて前進する。

改革の取り組み（実施済み）

■取締役会の第三者機関による実効性評価
■社外取締役の比率増加…社外取締役比率55.5%

■ジェンダーを含めた多様性の確保…女性取締役比率22.2%、多様な専門知識を持つ取締役の参画

■ 業績と関連付けた役員報酬の導入…業績指標として営業利益を採用、CO2削減目標の達成率も加味

■ 任意の指名報酬委員会の設置…3回開催(2023年度)

今後の強化ポイント

■グループ会社の経営に関する議論の拡充
■取締役・監査役研修の充実

企業価値の向上に向け、ガバナンス体制の向上に取り組む。
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Ⅳ-6-2 コーポレートガバナンス向上の足跡

年度
取締役会 監査役会 執行役員 主な実施項目

社内
男性

社外
男性

社外
女性

社内
男性

社外
男性

社内
男性

社内
女性

取締役
兼務者

2015 5 2 1 2 11 5 ・コーポレートガバナンス報告書の発行

2016 5 2 1 2 11 5 ・取締役会実効性の自己評価

2017 5 2 1 2 12 5

2018 5 2 1 2 12 5

2019 4 2 1 2 11 4 ・買収防衛策の非更新
・指名･報酬委員会の設置（任意の諮問機関）

2020 4 3 1 2 11 4 ・取締役会実効性の第三者機関による評価
・電磁的方式による議決権行使の導入

2021 4 4 1 1 2 10 4 ・取締役への株式報酬をストックオプション
から譲渡制限付株式報酬に変更

2022 4 4 1 1 2 11 1 4

2023 4 3 2 1 2 10 1 4

(単位：名 )



本資料にて開示されているデータおよび将来に関する予測は、本資料の発表日現在
の判断や入手可能な情報に基づくものであり、経済情勢や市場動向の変化等、さまざ
まな理由により変化する可能性を含みます。
従いまして本資料は、記載された目標・予想の達成および将来の業績を保証するも

のではありません。投資に関する最終決定はご自身の責任においてご判断ください。

特に、2026年3月期以降についての数値にはご注意ください。（3･5･7･9ページの
年平均成長率、11･18･20ページの参考値、13･14･15ページの市場予測（当社推計値）
など）


